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北陸地域の農業分野における障害者就労の可能性
～農業を支える新たな人材の確保と地域活性化のために～

障害者雇用をめぐる動き
○ 障害者の農林漁業への就職件数は、増加傾向で推移 (図－１)。
○ 農業分野における障害者就労は、①障害福祉サービス事業所における就労、②

障害福祉サービス事業所の施設外における就労、③農業法人等による職場実習、
社会適応訓練などの受入れ、④農家や農業法人による直接雇用に大別(図－２)。

図－１ 農林漁業への職業別就職件数の推移(全国)

図－２ 農業分野における就労形態のイメージ

資料：厚生労働省「平成25年度・障害者の職業紹介状況等」を基に北陸農政局で作成

「農の福祉力」を活かして、障害者のリハビリや就労訓練、更には雇用の場と
して、農業・農山漁村を活用する取組が広がりつつある中、今回の特集編では、
障害福祉サービス事業所や農業法人等に対するアンケート調査や事例調査を通じ
て、北陸地域の農業分野における障害者就労の課題と推進方向を整理。
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資料：北陸農政局作成
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【障害福祉サービス事業所】
○ 農業活動を取り入れている福祉事業所は約４割であり、心身への効用が大き

く、作業内容が適している等のメリットから取組を実施(図－３、図－４)。
○ 農業活動を取り入れている約６割の福祉事業所が通年作業の確保が課題として

おり、稲作主体で雪も多い北陸地域では、取組の広がりの制約要因(図－５)。
○ 農業活動を取り入れていない福祉事業所でも、約４割が障害者就労に関心 (図

－６)。

図－３ 農業活動の参加状況

図－６ 農業活動を取り入れていない
事業所の障害者就労への関心度

資料：北陸農政局作成
注：アンケート配布 615福祉事業所に対して、回答数 370福祉事業所(回収率 60.2％)を集計対象とした
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図－４ 農業活動を取り入れた理由
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福祉関係者は農業分野での障害者就労への関心が高く、障害者に適すると評価
する一方で、農業関係者は必ずしも同様の認識を有しておらず、両者間に相違。
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【農業法人】
○ 農業法人では、障害者雇用への不安や厳しい経営環境などから、雇用等を行っ

ている法人は１割にも満たない水準。雇用する理由は、社会福祉施設や地域から
の要請(図－７、図－８)。

○ 障害者を受け入れたことがない法人のうち、障害者雇用への関心を有している
法人は約３割であり、関心がない理由については、「障害者に適した作業がな
い」、「障害者に限らず、雇用する経営上の余裕がない」の割合が高い(図－９、
図－10) 。

図－７ 障害者雇用・現場実習等の受入

図－９ 障害者雇用の関心度

資料：北陸農政局作成
注：アンケート配布 228農業法人に対して、回答数 131農業法人(回収率 57.5％)を集計対象とした
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【特別支援学校】
○ 農業分野への就労するメリットについては、ほとんどの支援学校が「障害者

に適した作業が多い」や「心身に関する効用が大きい」等のメリットを有する
と回答しており、約５割の支援学校で、就労活動の一環として現場実習を実施
(図－11、図－12) 。

○ 障害者の農業分野への就労について、８割の学校が就労拡大の可能性がある
とみており、支援学校の期待は大きいが、求人数の不足や農業法人の情報不足
が課題(図－13、図－14) 。

図－12 農業関係の現場実習の有無

図－13 農業分野へ就労の可能性

資料：北陸農政局作成
注：アンケート配布 55支援学校に対して、回答数 41支援学校(回収率 74.5％)を集計対象とした
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福祉施設から独立し農業生産法人を設立(あわら農楽ファーム)

福井県あわら市の農業生産法人「有限会社あわら農楽
ファーム」は、就労継続支援Ａ型事業所である「株式会
社農楽里(のらり)」と連携した農作業の委託契約により、
障害者就労の拡大と中山間地域農業の活性化を推進。
現在、「農楽里」との一体的な業務運営の下、経営面

積は32ha（賃借地）で、露地野菜や施設園芸、柿の生産
に加え、経営の安定や通年の作業確保を図るため、あん
ぽ柿やかき餅など加工品の生産・販売や観光いちご園も
開園。
同ファームでは、農楽里の社員である障害者７～８名

が農作業や農産物加工に従事。障害者のみならず指導する職員も農業の担い手である
という考え方の下、職員が各障害者の適性等を把握した上で、作業指示・支援を行い
ながら共同作業を実施。このことが、農作業のノウハウの早期の習得や生産性の向上
とともに、障害者と職員との連帯感を醸成。
主力商品である米については、約７割を福祉のネットワークを活用して病院や介護

施設に販売し、約３割を県内スーパーやネット通販等を活用して一般消費者に販売。

いちごハウス内での様子

地域の絆を活かした障害者就労の推進(ＮＰＯ法人ＵＮＥ)

新潟県長岡市の「特定非営利活動法人ＵＮＥ」は、地域
活動支援センター「UNEHAUS」(うねはうす)(障害者福祉サ
ービス拠点)を運営し、水田１㏊、いもなどの畑80aのほか、
花の栽培とともに、米や餅の加工・販売の取組を実施。
平成25（2013）年２月、NPO法人として新潟県内初の認

定農業者に認定され、１日平均７～８人の障害者の支援活
動として農作業訓練を実施し、サポートするボランティア
も約10名（登録者約20名）。障害者からは農作業は楽しい
との声が多く定着率も高い傾向にあり、また毎年、特別支
援学校の職業実習等の受入れも実施。
障害者と地域住民との交流を図るため、農業生産のほか農家レストランや各種イベ

ント等を開催。
また、地元の高齢者やボランティアの参加者の交流のほか、草刈りや雪下ろし等、

地区の共同作業にも積極的に参加し、地域のコミュニティづくりにも貢献。

視察に訪れた皆さん

先進的な取組事例

のうがく

う ね
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北陸障害者就農促進ネットワークの設立
○ 北陸農政局は、平成25（2013）年11月に、北陸地域の障害者就農の取組を促進

することを目的として、障害者の就農に取り組むNPO法人や社会福祉法人、農業生
産法人等関係団体、国・地方公共団体等の行政機関の17団体で構成する「北陸障
害者就農促進ネットワーク」を設置。

農業分野における障害者就労への支援制度
○ 農林水産省では、厚生労働省と連携して、福祉農園等の整備に対する支援（都

市農村共生・対流総合対策交付金や「農」のある暮らしづくり交付金の交付）等
を実施（表－１、表－２）。

表－２ 他省庁との連携事業

表－１ 農業分野における障害者就労に活用可能な支援制度

農業分野における障害者就労の促進に向けた行政の取組

対策名 連携事業の概要・当省の取組 連携省庁・主な連携内容

人・農地問題解決加速化支援事業のうち農
業経営の法人化等の支援

「農」と福祉の連携プロジェクト

◎都市農村共生・対流総合対策交付金
◎「農」のある暮らしづくり交付金
◎農山漁村活性化プロジェクト支援交付金

高齢者・障害者のための福祉農園の拡大・定着を
推進
【農林水産省】
・高齢者の生きがい農園及び障害者の就労
・雇用を目的とする農園の整備
・福祉、農業関係者を対象とした研修会の開
催、農業専門家の派遣等の支援

【厚生労働省】
・活動の拠点となる福祉施設の整
備、農家と福祉施設の連携支援等

障害者雇用促進法や障害者雇用に関する助成制
度の周知徹底、農業法人と障害者のマッチング等
を図る
【農林水産省】
・農業法人、障害者就労支援団体、ハロー
ワーク等を参集した情報交換会の開催経費等
を支援

【厚生労働省】
・ハローワーク等による就職面接
会の開催

対策名 内容 補助率など 対象

ソフト事業

定額（1地区当たり上限800万円）

ハード事業

1/2等（1地区当たり上限2000万円、
但し福祉関連施設は上限なし）

ソフト事業

定額（1地区当たり上限400万円）
ハード事業

1/2以内

農山漁村活性化プロジェ
クト支援交付金

定住・交流促進のための活性化計画の
実現に必要な施設整備を中心とした総合
的な取組を支援

ハード事業
定額、1/2等

県、市町村、農林漁
業者等の組織する団
体等

医福食農連携コンソー
シアム整備支援

医福食農連携など多様な異業種との連
携強化による６次産業化の取組等を支援

ハード事業
定額、1/2以内

民間団体等

人・農地問題解決加速
化支援事業

農業法人、障害者就労支援団体、ハロー
ワーク等を参集した情報交換会の開催経
費等を支援

定額 県等

農の雇用事業

農業法人等が、障害者を含む就農希望
者を雇用し、農業技術や経営ノウハウ等
を習得させるための実践的な研修（OJT
研修）に対して支援

1名当たり年間最大120万円（最長2
年間）

農業法人等

都市農村共生・対流総
合対策交付金

地域協議会、農業法
人、NPO、社会福祉
法人等

「農」のある暮らしづくり
交付金

民間団体、NPO、市
町村、社会福祉法人
等

農山漁村の持つ豊かな自然や「食」を観
光、教育、健康等に活用する地域の手作
り活動を総合的に支援

都市及びその近接地域において、「農」を
楽しめる暮らしづくりに必要な農園等の整
備に対する支援
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農業分野における障害者就労の課題と推進方向

○ 北陸地域では、障害福祉サービス事業所等による農業活動は、地域農業やコミ
ュニティの維持・発展にも大きく貢献しているが、課題も抱えており、関係機関
の更なる連携を通じた支援を行っていく必要。

○ 農業法人等への障害者就労は、北陸地域が機械作業が多い稲作主体であること
などからその実績は少なく、今後の地道な取組を通じて、その機運を高めていく
ことが重要（表－３）。

障害福祉サービス事業所等 農業法人等

就労
の形態

福祉事業所等の障害者が、施設内
又は施設外で農作業等に従事

障害者が、一般の農業法人・
農家に直接雇用され農作業等に
従事

主な課題

・ 農作業の通年化
・ 販売先や農業指導者の確保
・ 農業に関する知識・ノウハウ

不足

・ 障害者に適した作業の確保
・ 厳しい経営環境
・ 障害者の雇用管理等への不

安

推進方向

【先駆者の知見とノウハウの提供】
・先進事例（地域との結びつきの強
化、経営の多角化等）の共有

【農政と福祉行政との連携強化】

・各種助成制度の広報・普及とニー
ズを踏まえた支援策の拡充

・地域の普及員、農協指導員等によ
る支援

【継続的な意識啓発】
・障害者就労の意義やメリット
の紹介

【サポート体制の構築】

・事例紹介、現地見学の機会の
提供

・福祉関連の支援制度の情報提
供

・ジョブトレーナー等福祉関係
者からの支援

・農業・福祉・学校関係者間の
交流の促進

・雇用等に係る情報を福祉事業
所等に発信

表－３ 北陸地域の農業分野における障害者就労の推進方向



平成23（2011）年度 食料自給率（カロリーベース、概算値）

第１章 北陸地域における食料自給率向上に向けて
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北陸地域の推進パートナー等の推移

資料：北陸農政局

北陸地域の食料自給率の動向
○ 「カロリーベース総合食料自給率」は、各県とも全国値(39％)を上回る。しか

しながら、米が全体の自給率を引き上げており、米を除くと、全国(21％)を大き
く下回る(13％)。

食料自給率向上に向けた取組
○ 消費者・企業・団体・行政等国民全てが一体となって国産農産物の消費拡大を

進めることを目的としたフード・アクション・ニッポンの取組を実施。
○ この取組に賛同する北陸地域での「推進パートナー」数は、713社(平成26年３

月末現在)に増加。

動 向 編

穀類

米

全　　国 65 97 21 66 25 76 33 8 11 28 64 3 39

北陸４県 191 306 13 23 41 51 12 3 17 9 55 8 80

新　　潟 246 395 14 24 43 75 16 5 26 12 28 10 102

富　　山 182 291 13 13 70 20 11 2 11 6 63 7 77

石　　川 109 174 13 30 23 41 8 1 9 9 111 5 50

福　　井 162 255 9 27 21 34 6 1 8 4 40 6 66

資料：農林水産省「食料需給表」を基に北陸農政局において試算

注：都道府県別食料自給率については、

１．データの制約から、各都道府県の生産・消費の実態を十分把握できていない部分があること、

２．各地域の自然・社会・経済的な諸条件が異なっていることから、その水準を各都道府県間で単純に比較できるものではない。

肉類 鶏卵
牛乳・
乳製品

魚介類 油脂類 総合
米を
除いた
自給率

いも類 豆類 野菜 果実
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食の安全と消費者の信頼確保に関する取組
○ 消費者への食の安全に関する基礎的な知識を提供するため、消費者グループを

対象とした出張講座「とくだねｅ～講座」を実施。食品安全の基礎知識や食品表
示等の消費者の関心が高い９つのテーマに年間46回開催し、延べ1,401人が参加。

○ 食育に取り組む関係者の情報交換等を目的とした「食育ネットほくりく」には
446の団体、個人が加入(2014年３月末)。 インターネットを活用した情報提供や
交流会を実施。

「食育ネットほくりく」＜イメージ図＞

連 携 協 力

情報の
共有

連携協力

北陸農政局
（地域センター）

情報の受発信

各県食育
担当部局

消費者
（個人・団体）
ＮＰＯ法人

保育関係者
栄養士等

農林漁業者
生産者団体

食生活改善
ボランティア

教育関係者
食品事業者

マスコミ

メンバー相互の
情報交換・連携協力

日本型食生活の普及
○ 食や農に関するイベントにおいて、バランスの良い食事や食生活指針等のパネ

ルを展示し、「日本型食生活」のＰＲ活動を実施。
○ 日本型食生活等に関するアンケート調査（回答者数1,310人）では、「普段の食

事で気をつけていること」(複数回答可）は、「野菜を多く食べる」(24.8％) 、
「栄養のバランス」(19.3％) の割合が高い。

日本型食生活アンケート結果
(単位：％)

資料：北陸農政局調べ

「食育の日のイベント」
(アオーレ長岡)

とくだねｅ～講座のテーマ
①よくわかる食品安全の基礎知識

②よくわかる食品の表示

③気をつけていますか？毎日の食事

④よくわかる農薬に関する安全性

⑤よくわかるＢＳＥと鳥インフルエンザ

⑥よくわかる牛トレーサビリティ
⑦よくわかる有害化学物質と食品安全（重金属編）

⑧よくわかる米トレーサビリティ

⑨ご存じですか？食料自給率

栄養のバラ

ンス 19.3

野菜を多く

食べる 24.8

脂肪のとり

すぎ 9.7

塩分のとり

すぎ 12.4

カルシウム

をとる 6.8

地産地消

8.1

食べ残し、

廃棄をなく

す 13.6

行事食や

伝統料理を

作る 2.7

その他

1.0

特に気をつ

けていない

1.6
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経営耕地面積及び１経営体当たり
経営耕地面積の推移(北陸)

農業経営体数の推移(北陸)

資料：農林水産省「生産農業所得統計」
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0  
野菜(右目盛）

農業産出額計

米

畜産(右目盛)

億円 億円

農業産出額の推移（北陸）

資料：農林水産省「農業構造動態調査」

○ 農業経営体数は11万2,700経営体(前年比4.0％減)となり、そのうち組織経営体
数は、ほぼ前年同様の3,700経営体。

○ 経営耕地面積は27万2,800ha(前年比0.1％増)であり、１経営体当たりの経営耕
地面積は2.44ha(同4.3％増)となり、都府県(1.72ha)と比べても大きい。

○ 農業産出額は、平成15年(2000)年以降、減少傾向で推移してきたが、24(2012）
年は4,502億円(前年比1.3％増)。

○ 産出額に占める米の割合は、特に富山県(71.1％)、福井県(70.4％)が高い。
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平成25(2013)年産水稲の生産状況

〈 米（水稲）〉
○ 平成25（2013）年の作付面積は、21万2,700ha(前年産比1.6％増)、収穫量は

116万t(同1.7 ％増)。
○ 新潟県の収穫量は全国の7.7％を占め、全国１位。

○ 作期分散や夏期の高温対策の観点も含め、徐々にコシヒカリから他品種への切
換えが進展。

○ 水稲の直播栽培は、規模拡大志向農家や集落営農組織を中心に積極的に導入
が図られ、普及面積は着実に拡大。

資料：農林水産省「作物統計」

資料：「米穀検査結果」の検査数量を基に北陸農政局作成。
注：平成25（2013）年産は平成26年１月末日現在。

水稲うるち玄米検査数量に占める
コシヒカリ以外の主な品種の検査
数量の割合の推移

資料：農林水産省調べ

直播栽培面積の推移（北陸）

２ 農畜産物生産の動向

１位 新潟県 664,300t （7.7％）

２位 北海道 629,400t （7.3％）

３位 秋田県 529,100t （6.2％）

４位 山形県 415,300t （4.8％）

５位 茨城県 411,400t （4.8％）

※（ ）内の数字は、全国に占める割合。

全国の上位５道県
水稲収獲量

(平成25(2013)年産）

作付面積
10ａ当た

り収量
収穫量

全  国 1,597,000 539 8,603,000 18,000 1  △        84,000 102

北  陸 212,700 545 1,160,000 3,300 0 19,000 102

新潟県 119,700 555 664,300 2,200 3  △        8,600 103

富山県 39,700 546 216,800 700 10 7,800 102

石川県 26,700 522 139,400 300 4  △        500 101

福井県 26,500 526 139,400 100 7 2,400 102

（単位：ha、kg、t）

区 分 作付面積
10ａ当た

り収量
収穫量

作況
指数

対前年産差

（単位：％）
新潟産 富山産 石川産 福井産

こしいぶき てんたかく ゆめみづほ ハナエチゼン

平成15
(2003) 6.3          -          - 31.8

平成20
(2008) 14.7 12.2 18.2 32.3

平成25
(2013) 23.6 14.5 24.9 34.7

年産
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資料：農林水産省「作物統計」

〈 麦 〉
○ 北陸地域で生産される麦の大部分を占める六条大麦の収穫量は、作付面積及び

10ａ当たり収量がともに前年産を下回ったことから、２万9,100t（前年産比4.6％
減）。

○ 六条大麦の収獲量は、福井県が全国１位、富山県２位、石川県５位と全国の約
６割を占める。

○ 北陸地域では、湿害の発生や冬期間の気象条件等の制約が大きく、大麦の単収
及び品質は不安定な状況。水稲や大豆等との水田輪作体系の確立、適期は種、適
切な排水・施肥対策等の技術指導が必要。

六条大麦の生産状況(平成25(2013)年産)

資料：農林水産省「作物統計」

六条大麦の10ａ当たり収量及び
収穫量の推移（北陸）

資料：北陸農政局作成

普通小粒大麦検査等級別
構成割合の推移（北陸）

１位 福井県 15,600t （30.3％）

２位 富山県 9,770t （19.0％）

３位 茨城県 5,430t （10.5％）

４位 栃木県 5,080t （ 9.9％）

５位 石川県 3,190t （ 6.2％）

※（ ）内の数字は、全国に占める割合。

（単位：ha、kg、t）

作付面積
10ａ当た
り収 量

収穫量

全  国 16,900 305 51,500 200   △       25 3,700 105

北  陸 9,680 301 29,100 90   △        11   △     1,400   △   100

新潟県 233 211 492 2   △          5 8 118

富山県 3,140 311 9,770 70   △        34   △     1,330   △   101

石川県 1,200 266 3,190 50   △        59   △     870   △     95

福井県 5,110 305 15,600 40 11 700 98

区  分 作付面積
10ａ当た
り収 量

収 穫 量

対 前 年 産 差 （参考）

10ａ当たり

平均収量
対比(％)
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主要果樹の栽培面積の推移と品目別割合

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」

〈 野菜 〉
○ 野菜の作付面積は、生産者の高齢化や担い手不足等から、減少傾向で推移し、

特にはくさい、キャベツ、だいこん等の重量野菜は、減少幅が大きい。
○ 一方、たまねぎについては、富山県での産地化により10年前に比べ、作付面積

(107％)、出荷量(166％)ともに増加。

〈 果樹 〉
○ 北陸地域における果樹生産は、かき、日本なし等の落葉果樹が中心。
○ 近年、生産者の減少・高齢化等から、栽培面積は減少傾向で推移。

％
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資料：農林水産省「野菜生産出荷統計」を基に北陸農政局作成
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資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」
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資料：農林水産省「作物統計」、「耕地及び作付面積統計」
注：１) 2009年飼料用米、稲ＷＣＳは新規需要米計画書集計面積

２) 2010～2013年飼料用米、稲ＷＣＳは新規需要米の取組計画認定状況による。

飼料作物作付面積の推移

全国シェアの高い品目

資料：農林水産省「生産農業所得統計」
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16%
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高知県
14%

その他
54%

【全国】

2011年産

ゆり切り花

産出額

211億円

〈 花き 〉
○ 新潟県のゆり切り花の産出(出荷)額は34億円（平成23（2011）年産、全国の16

％）、チューリップ切り花は11億円（同58％)とそれぞれ全国１位。
○ 球根類については、収穫面積でみると新潟県が162ha（24（2012）年産、全国の

34％）で全国１位、富山県が108ha（同23％）で全国２位。

〈 飼料作物 〉
○ 平成25（2013）年の飼料作物の作付面積は、飼料用米の一部が備蓄米や加工用

米等に作付転換されたことから、5,890haと前年と比べ大きく減少。
○ 26（2014）年２月、飼料用米の生産・利用拡大を図るため、管内各県の関係機

関、団体を構成員とする「北陸地域飼料用米生産利用推進会議」を設置し、最新
情報の提供や意見交換等を実施。
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資料：農林水産省「花き生産出荷統計」
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環境保全型農業直接支援対策の実施状況(25年度)

エコファーマー認定数の推移（北陸）

資料：北陸農政局調べ
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１，１１４件

富山県

２，５２６件

北陸計

４２，２３２件

○ 土づくりと化学肥料・化学合成農薬の使用低減の一体的な農業生産を行う農
業者(エコファーマー)の認定数は、平成25（2013）年３月末現在で42,232件と
着実に増加、全国の約２割を占める。

○ 環境保全型農業直接支援対策の実施状況は、取組件数2,601件(前年度比
13.5％増) 、取組面積は7,927ha(同11.2％増)。

（件）

３ 環境保全型農業の推進

ｶﾊﾞｰｸﾛｯﾌﾟ 堆肥の施用 有機農業
地域特認

取組
水稲 麦・豆類 その他

全　国 15,980 55,656 12,944 11,764 14,075 16,874 37,373 5,823 12,460

北　陸 2,601 7,927 879 1,252 2,681 3,115 5,764 204 1,960

新潟県 1,394 3,976 507 1,199 326 1,945 3,963 5 9

富山県 137 442 233 28 134 47 284 26 132

石川県 182 708 62 26 320 300 462 159 86

福井県 888 2,801 77 － 1,901 823 1,055 15 1,733

　資料：農林水産省調べ　平成26年１月31日現在の取組状況 　

取組件数
(件)

取組面積
（ha）

支援対象取組別面積（ha） 作物区分別面積（ha）



イノシシ
29%

サル
12%

タヌキ
4%

カモシカ
2%

シカ
1%ハクビシン

1%

その他
5%

スズメ
2%

カモ
2%

ハト
4%

ムクドリ
6%

カラス
32%
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○ 平成24（2012）年度の北陸地域における野生鳥獣による農作物被害は、被
害面積が2,479ha(前年比40％減)、被害金額が５億3,382万円(同３％減)。

○ 鳥獣被害防止特措法に基づく被害防止計画は、25（2013）年10月末現在、
81市町村中79市町村（98％）で作成。また、市町村ごとに同法に基づく鳥獣
被害対策実施隊の設置を進めており、25（2013）年10月末現在、43市町
（53％）で設置。

○ 北陸農政局では、鳥獣被害防止総合対策交付金等を活用し、被害防止対策
協議会等が実施する取組(捕獲活動、侵入防止柵の整備、生息環境管理等）
を支援。

10,518

6,335

4,749 5,026 4,839 4,512 4,155

2,479

87,269

63,830
66,412

87,396
82,647

72,213

54,900
53,382

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

万円ha

被害面積 被害金額

農作物被害の推移（北陸）

鳥獣別被害金額（北陸）

資料：北陸農政局調べ

被害金額計

5億3,382万円

獣類

2億7,920万円

鳥類

2億5,461万円

資料：北陸農政局調べ

４ 鳥獣による農作物被害状況



第４章 北陸農業の持続的発展

17

経営所得安定対策の申請件数（経営形態別・交付金別）

平成25年産 米の直接支払交付金申請者の作付計画面積

資料：農林水産省「平成25年度の経営所得安定対策の加入申請状況について」（25年９月20日公表）
注：24年度は、25年4月末時点の支払面積である。

資料：農林水産省「平成25年度の経営所得安定対策の加入申請状況について」（25年９月20日公表）
注：24年度は、25年4月末時点の支払対象者数である。

○ 平成25（2013)年度の北陸地域の申請件数は11万5,707件(前年比3.6％減) 。
経営形態別にみると、個人が減少する一方で法人及び集落営農は増加しており、
緩やかに構造改革が進展と推測。

○ 米の直接支払交付金申請者の作付計画面積は、北陸地域で17万5,984ha (前年比
0.2％増)、加入申請件数は減少する中で、作付計画面積が増加しており、加入申
請者への農地集積が進行。

(単位：件)

個　人 法　人 集落営農 米の交付金
水田活用の

交付金
畑作物の
交付金

北陸計 115,707 113,011 1,544 1,152 112,889 54,593 7,612

（24年度） (120,035) (117,408) (1,487) (1,140) (117,389) (48,111) (7,146)

新潟県 56,892 55,895 723 274 55,724 30,940 3,489

富山県 22,160 21,386 365 409 21,486 9,989 1,309

石川県 17,496 17,119 229 148 17,087 5,046 798

福井県 19,159 18,611 227 321 18,592 8,618 2,016

全国計 1,108,173 1,091,899 8,859 7,415 964,962 563,824 83,848

（24年度） (1,118,436) (1,102,643) (8,330) (7,463) (980,601) (518,853) (76,180)

県　名 申請件数

経営形態別 交付金別

　(単位：ha)

県　名 作付計画面積
生産数量目標
（面積換算値）

北陸計 175,984 190,200

（24年度） (175,643) (190,900)

新潟県 91,343 102,800

富山県 35,640 36,600

石川県 24,348 25,000

福井県 24,653 25,800

全国計 1,149,394 1,495,000

（24年度） (1,134,131) (1,500,000)

１ 経営所得安定対策



18 資料：農林水産省「集落営農実態調査」

集落営農数及び法人数割合の推移
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〈認定農業者の動向〉
○ 平成25（2013）年３月末現在、北陸地域における農業経営改善計画の認定を

受けている農業者(認定農業者)は１万7,734経営体で、年齢階層別にみると65歳
以上が29.3％となっており、近年急速に高齢化が進展。

〈集落営農の動向〉
○ 平成26（2014）年２月現在の集落営農数は2,346(前年比0.9％増)。このうち法

人の集落営農数は850 (同8.3％増)で、集落営農数全体に占める割合は36.2％と全
国(22.1％)に比べて高い割合で推移。

資料：農林水産省「農業経営改善計画の営農類型別認定状況」（各年３月末現在）

(概数)

２ 意欲ある多様な農業者の育成・確保

年齢階層別認定農業者の推移（北陸）
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資料：北陸農政局調べ
注：「新規学卒」とは、農家出身で学校を卒業後又は農業にかかる研修後に就農した者。

36
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就農形態別新規就農者数の推移（北陸）

〈新規就農の促進〉
○ 平成24（2012）年の新規就農者数は、510人(前年比28.8％増)。農業法人等への

就農者数は291人、全体の約６割。
○ 就農形態別にみると、非農家出身である「新規参入」が221人(同6.8％増) 、農

家出身で他産業からの就農者である「Ｕターン」194人(同56.5％増) 、「新規学
卒」95人(同46.2％増)となり、特に、近年減少傾向であった「Ｕターン」が大幅
に増加。

〈一般法人の農業参入〉
○ 平成21(2009)年の農地法等の一部改正以降の４年間で、農業に参入している一

般法人は、89法人。
○ 業種別にみると、建設業が29法人、食品業が27法人。また、営農作物別では、

野菜が36法人、米麦等が26法人。

建設業 食品業 農業 その他 野菜 米麦等 複合 その他
89 29 27 15 18 36 26 14 13

新潟県 41 8 13 9 11 14 17 6 4
富山県 5 2 1 1 1 2 2 1 -
石川県 25 16 3 3 3 11 5 4 5
福井県 18 3 10 2 3 9 2 3 4

参入法人数
業種別 営農作物別

　北　陸

資料：北陸農政局調べ
注：１) 平成25(2013)年12月末現在の数値。

２) 業種別が「農業」に該当する法人とは、参入前に農地等を利用しない農畜産業を行っていた法人
又は、農産物等の生産を目的として設立された企業の子会社である。

農業参入した一般法人の業種別及び営農作物別状況
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資料：北陸農政局「認定農業者、特定農業法人及び特定農業団体並びに農用地利用改善団体の実態に関する調査」

担い手への農地利用集積面積の推移

〈農地の流動化〉
○ 認定農業者など担い手への農地利用集積面積は年々増大しており、平成24
（2012）年度末では14万1,200ha(前年比1.4％増)で、耕地面積に占める割合は
45％。

○ 担い手への農地集積・集約を加速化するため、「農地中間管理事業の推進に関
する法律」が26(2014)年３月に施行され、管内では新潟県、富山県、福井県の３
県において25(2013)年度内に農地中間管理機構を設立（石川県は、26(2014)年７
月に設立予定）。
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〈農地面積〉
○ 平成25（2013）年７月15日現在の耕地面積は31万5,500ha (前年比0.1％減) 。
○ 24（2012）年の農作物作付（栽培）延べ面積は28万600ha (ほぼ前年同) 、耕地

利用率は88.8％(同0.3％増)。

農作物作付（栽培）延べ面積（田畑計）及び耕地利用率の推移（北陸）

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」

３ 農地面積の現状と有効利用
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〈耕作放棄地の発生防止・解消〉
○ 平成24(2012)年の荒廃農地は10,422haであり、うち再生利用が可能な荒廃農地

は、2,532ha。 また、営農再開や保全管理により、518haの荒廃農地が解消。
○ 25(2013)年12月現在、北陸管内26市町村において、耕作放棄地再生利用緊急対

策を活用し、耕作放棄地の再生作業や営農再開に向けた取組を実施。

荒廃農地に関する調査結果
耕作放棄地再生利用緊急対策

交付金を活用した取組
－(株)OkuruSky（石川県穴水町）－

耕作放棄地を再生利用し、加工用ブ
ドウを植栽し、能登ワイン（株）に納
入している他、規格外品を活用した、
ワイン用酒肴の「フィグログ」等の生
産・販売の取組を実施。

再生利用したワイン用ブドウ畑

作成予定
市町村数

作 成 済
市町村数

作成割合
作 成 済
地 域 数

全　 国 1,576 1,498 95% 11,812

北　 陸 79 79 100% 2,287

新潟県 28 28 100% 895

富山県 15 15 100% 234

石川県 19 19 100% 481

福井県 17 17 100% 677

資料：北陸農政局調べ（平成26年３月末現在）

人・農地プランの作成状況

○ 北陸農政局では「人・農地プラン」の作成・見直しと、その実現に向けた取
組を支援。平成26（2014）年３月末現在、79市町村、2,287地域でプランが作成
されており、作成に至った市町村割合は100％(全国平均95％)。

（単位：ha）

新 潟 県 963 2,194 3,156 70

富 山 県 163 149 312 15

石 川 県 1,039 4,666 5,704 313

福 井 県 367 882 1,249 120

計 2,532 7,890 10,422 518

資料：北陸農政局調べ

  注：１)調査期間は、平成24年１月～平成24年12月で実施。
      ２)「再生利用が可能な荒廃農地」は、「抜根、整地、区画整理、客土等により再
       　生することにより、通常の農作業による耕作が可能となると見込まれる荒廃農
       　地」のこと。
      ３)市町村から報告のあった各区分面積を集計したものであり、調査範囲が一部
         区域にとどまる市町村も単純に集計している。

) 捨 係 計 致 な 合

県　　名
再生利用が可能

な荒廃農地

再生利用が困難
と見込まれる荒廃

農地
荒廃農地面積計 再生利用された面積

４ 人・農地プランの作成・見直しの推進
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〈国営かんがい排水事業〉
○ 平成25（2013）年度は、用水改良事業として新潟県の佐渡（二期）、柏崎周辺

（二期）、阿賀野川用水（施設整備）、加治川用水、石川県の手取川流域及び福
井県の九頭竜川下流（一期）、九頭竜川下流（二期）の７地区、排水改良事業と
して新潟県の新川流域及び富山県の射水平野の２地区で事業を実施。

○ 事業着手準備地区として、新潟県の新川流域二期の全体実施設計を実施。

〈国営総合農地防災事業〉
○ 平成25（2013）年度は、富山県の庄川左岸で流出形態の変化により機能

低下した施設の改修・更新を実施。

事 業 目 的

地 区 名

排水改良 主な事業内容

受
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1)
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化

2)
水
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効
率
化

4)
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ダ
ム

　
頭
首
工

県名

用水改良

（県別着工順）

　
　
　
管
理
確
保

1)
農
業
用
水
の

　
　
　
合
理
化

2)
水
利
用
の

　
　
　
効
率
化

4)

施
設
の

（ha）

新潟

佐 渡 （ 二 期 ） ○ ○ ○

　
揚
水
機
場

　
排
水
機
場

　
用
水
路

　
排
水
路

　
水
管
理
施
設

　
　
改
修
・
更
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3)
水
管
理
の

　
　
　
汎
用
化

　
水
田
の

　
農
地
防
災

　
ダ
ム

　
頭
首
工

県名

○ 3,396

柏 崎 周 辺 （ 二 期 ） ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ 19.778

3,590

新 川 流 域 ○

○ ○ ○

○ 13,298

加 治 川 用 水 ○ ○ ○ ○

○ ○阿 賀 野 川 用 水 ○

○ 6,121

新 川 流 域 二 期 ○ ○ ○ ○ 19,535

○ ○ ○

福井
九 頭 竜川 下流 （一 期） ○ ○

3,153

石川 手 取 川 流 域 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7,402

富山 射 水 平 野 ○ ○ ○

11,642
九 頭 竜川 下流 （二 期） ○ ○

○

○ ○○

○ ○

○

○
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路

　
水
管
理
施
設

　
　
改
修
・
更
新

4)

施
設
の

　
　
　
汎
用
化

　
水
田
の

　
農
地
防
災

　
ダ
ム

　
頭
首
工

　
揚
水
機
場

県名

用水改良 排水改良 主な事業内容

　
　
　
管
理
確
保

1)
農
業
用
水
の

　
　
　
合
理
化

2)
水
利
用
の

　
　
　
効
率
化

3)
水
管
理
の

（県別着工順）

○ ○ ○

（ha）

6,212○富山 庄 川 左 岸

　
排
水
機
場

　
用
水
路

　
排
水
路

　
水
管
理
施
設

　
　
改
修
・
更
新

4)

施
設
の

　
　
　
汎
用
化

　
水
田
の

　
農
地
防
災

　
ダ
ム

　
頭
首
工

　
揚
水
機
場

県名

　
　
　
管
理
確
保

1)
農
業
用
水
の

　
　
　
合
理
化

2)
水
利
用
の

　
　
　
効
率
化

3)
水
管
理
の

注： 1)　農業用水の管理確保：新規に農業用水を確保し用水補給を行う。
2)　水利用の合理化：取水施設の統合や施設の更新を行い安定した取水と水利用を行う。
3)　水管理の効率化：用水路のパイプライン化や水管理施設（集中管理）を建設し営農の省力化を行う。
4)　施設の改修・更新：老巧化した施設を改修し維持管理の節減を行う。　

国営かんがい排水事業実施状況（2013年度、事業実施地区）

国営総合農地防災事業の実施状況（2013年度、事業実施地区）

資料：北陸農政局作成

資料：北陸農政局作成

５ 農業の生産基盤の整備



第５章 ６次産業化等への取組

23

【25年度事業計画認定者の概要 30件】

【新潟県：10件】 【富山県：10件】

【福井県：３件】【石川県：７件】

〈６次産業化の認定状況〉
○ 六次産業化・地産地消法に基づく事業計画の平成25（2013）年度の認定件数は

第１回認定12件、第２回認定６件、第３回認定12件の計30件で、これまでの認定
（64件）と合わせ合計94件。

団体名等 取組概要

脇坂園芸
脇坂　裕一

エディブルフラワーを利用した加工商品の製造
及び販売事業

有限会社
ＳＫフロンティア

地下水の循環利用で栽培したわさびの新商品
製造及び販路拡大事業

株式会社
ふるさと福島

桑の葉を利用したお茶の製造・販売及び自社
産野菜を食材とした農家レストランの営業事業

有限会社
農園ビギン

自社産のさつまいもを利用した新たなスイーツ
等の商品開発及び販路拡大事業

新潟みらい農業協同
組合

既存直売所等と連携した新たな大型農産物直
売所の運営事業

有限会社
キープクリーン

食品製造過程で生ずる副産物等を餌とした自
社産豚肉の加工商品開発及び販売事業

魚沼みなみ農業協同
組合

生産振興と需要拡大をめざす農産物直売事業

株式会社　フェアリーズ
ファーム

「夏秋いちご」を活用したスイーツの製造・販売
事業

有限会社
 

山北食品
さんぼく

小魚類等を利用した加工品製造及び販売事業

有限会社
　　　　　　　　　　

中条たまご
なかじょう

自社産「栄養強化卵」の直売及びスイーツ類の
製造･販売事業

団体名等 取組概要

あおば農業協同組合
特産農産物を活かした加工品の商品化とハブ
機能を有した総合販売施設による直販事業

いなば農業協同組合
ハトムギ生産日本一のハトムギ原料（殻、子
実、油、エキス）の全てを利活用した商品開発
及び販売事業

有限会社　耕
　　　　　　　　　　　たがやす もみ殻を有効利用した「まきストーブ」固形燃料

の製造販売および農産物の加工拡大事業

有限会社　たなか
自家生産による安全で安心な「氷見牛」を使用
した各種商品の開発及び販売

有限会社　土遊野
ど ゆ う の 有機栽培農産物と平飼いの鶏卵・鶏肉の加工

販売及び里山農業体験事業

堀岡養殖漁業協同組合
富山湾の水深１００ｍ海水を活用し育てた養殖
魚の加工・販売事業

農業生産法人
　　　　　　　　　　　　　　　

株式会社健菜堂
　　　　　　　　　　けんさいどう

牛岳温泉排熱・太陽光発電を利用して水耕栽
培したえごまの加工・販売事業

有限会社
　　　　　　　　　　

池多ファーム
いけだ

自社生産している牛肉を使用した高付加価値
な食肉加工・販売事業

株式会社
　　　　　　　　　　

小町のばら園
こまち

自社栽培した食用ばらを用いたエディブルフラ
ワースイーツなどの新商品開発・販売事業

樽蔵産業株式会社
自家生産野菜類を中心とした新商品化と販売
拡大のための直売所設置事業

団体名等 取組概要

鹿渡島定置
か ど し ま て い ち

酒井　秀信

自ら水揚げした魚の付加価値を高める商品の
加工・販売事業

農事組合法人
石川県ブロイラー
生産組合

地元、石川県産鶏肉を復活させ、飼育から直
販まで一貫した事業

農事組合法人
サンゴウ会

自社生産のもち米（しわもち、かぐらもち）を活
用した加工・直接販売および地元野菜の販売
事業

株式会社
ハイディワイナリー

輪島市門前町にて行うワイン用ブドウの栽培及
びこだわりワインの醸造・販売事業

農業生産法人
有限会社　かわに

自社生産している石川県特産品である五郎島
金時を利用した商品の加工・販売事業

農業生産法人
株式会社　ワールドネイ
チャー

自然農法（無農薬・無化学肥料）で自社生産し
たトマト、ドラゴンフルーツ等のドライフルーツ販
売事業

白山農業協同組合
直売所を拠点とした地域農産物を活用した加
工品開発と地域農業の活性化

団体名等 取組概要

茶林農園
ちゃやし　　

林　英亮

小規模新規就農者の新しいビジネスモデル
コラボレーションネットワーク構築ツールとして
の逸品ピクルスの開発

農業生産法人
株式会社ＪＩＮ

耕作放棄地鶏を利用した「ＮＯＲＡたまご」６次
産業化プロジェクト

NPO法人
ピアファーム

「癒しの果樹園」で生産した果樹を利用した商
品の開発・販売事業
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共同活動支援の取組状況

資料：北陸農政局

〈農地・水保全管理支払交付金〉
○ 地域共同による農地・農業用水等の資源の基礎的な保全活動や施設の長寿命化

のための活動等に対して支援。
○ 北陸地域における共同活動の取組は、78市町村で行われており、平成25
（2013）年度における農振農用地面積に対する共同活動の取組面積の割合は49％
(全国平均35％) 。

○ また、向上活動の取組は68市町村で行われており、25(2013)年度における農振
農用地面積に対する向上活動の取組面積の割合は約20％(全国平均９％) 。

向上活動支援の取組状況

　 北陸計 新潟県 富山県 石川県 福井県 全国計

 活動組織数 2,596 1,000 718 207 671 19,020

 取組面積 （ha） 146,163 77,284 27,706 14,674 26,499 1,476,417

 取組面積/農振面積 （%） 49% 47% 49% 38% 69% 35%

　 北陸計 新潟県 富山県 石川県 福井県 全国計

 活動組織数 1,117 443 162 57 455 8,250

 取組面積 （ha） 59,033 32,897 6,189 2,404 17,544 404,214

 取組面積/農振面積 （%） 20% 20% 11% 6% 46% 9%

注１：農振面積は2005年農林業センサス農山村地域調査の農振農用地区域内の耕地面積に農業振興地域
土地利用統計（H17.3.31時点）の採草牧草地を加えた面積。

注２：取組面積は、県別面積の小数点以下を四捨五入している関係で、合計値と一致しない。
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中山間地域等直接支払交付金の実施状況（25（2013）年度見込み）

資料：北陸農政局
注：下段( )は、2012年度の取組実績（2013.3.31現在）。

〈中山間地域等直接支払交付金〉
○ 中山間地域等において、農業者等が協定に基づき耕作等の農業生産活動を継続

することにより、耕作放棄の発生を防止。
○ 66市町村が本制度に取り組み、2,093協定、3.3万haの農用地において耕作、維

持管理等の農業生産活動を実施。

新潟県 富山県 石川県 福井県

66 21 12 16 17 996

(66) (21) (12) (16) (17) (993)

2,093 965 326 502 300 28,007

(2,082) (959) (326) (498) (299) (27,849)

32,858 20,858 4,625 4,898 2,477 683,095

(32,724) (20,808) (4,619) (4,842) (2,455) (682,404)（ha）

全　国北　陸

交付市町村数

協 定 数

交付面積

〈里地・里山・里海の保全と活性化の取組〉
○ 平成25（2013）年５月29日～６月１日に石川県七尾市において、国際フォーラ

ム（世界農業遺産国際会議）が開催され、国内の３地域を含む６地域が新たに世
界農業遺産(ＧＩＡＨＳ)＊に認定されるとともに、認定地域間の結びつきの促進
等を目的とする「能登コミュニケ」を採択。

○ 25（2013）年11月、石川県珠洲市において、佐渡・能登両地域と新たに認定さ
れた地域の連携強化等を目的とする全国組織「J-GIAHSネットワーク会議」設立総
会が開催。

能登の里山・里海
(石川県)

トキと暮らす郷づくり
(新潟県)

＊世界農業遺産（GIAHS）とは
世界農業遺産（Globally Important Agricultural Heritage Systems:GIAHS）は、社会や環境

に適応しながら何世紀にもわたり発達し、形づくられてきた農業上の土地利用、伝統的な農業と
それに関わって育まれた文化、景観、生物多様性に富んだ、世界的に重要な地域を次世代へ継承
することを目的として、2002年（平成14年）に国連食糧農業機関（FAO、本部：イタリア・ロー
マ）が創設した仕組みである。

ジアス


